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中央環境審議会容器包装の３R推進に関する小委員会
第2回合同会合：説明資料

公益財団法人日本容器包装リサイクル協会
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再商品化事業の運用状況について
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１．日本容器包装リサイクル協会の主な業務内容

対象 主な業務内容

再商品化
の適正な
実施

特定事業者

74,371社

（24年度）

・特定事業者の管理（事業者名、委託料金額、支払い状況 等）

・再商品化委託料の徴収、精算

・特定事業者の公開、国への情報提供

引き渡し市町村

1,541市町村

（24年度）

・分別基準適合物の引渡し状況の管理（引渡し申込量に対する進捗 等）

・分別基準適合物の品質検査と改善指導

・再商品化委託料の徴収（市町村負担分）

・有償入札、資金拠出制度による資金拠出

再商品化事業者

227社

（24年度）

・登録審査、入札選定

・再商品化状況の管理（引取り量、再商品化量、販売量 等）

・再商品化委託料の徴収（有償入札分）

・不適正行為、不正行為の摘発、処分

普及・啓発 共通 ・HP、会報による情報開示（容リ法の意味、特定事業者の再商品化義務履
行状況、再商品化状況 等）

・説明会、講演会の実施

・オンラインによる申込、契約締結の推進

・海外における容器包装リサイクル状況の調査・研究

・問い合わせ、苦情対応と業務改善へのフィードバック（コールセンター）

容器包装リサイクル法の指定法人として、再商品化事業の適正かつ効率的な実施を目的に、
特定事業者・市町村・再商品化事業者と連携した事業を推進している。さらに特定事業者・
消費者を対象に、容器包装リサイクル制度の普及・啓発事業も合わせて行っている。
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２．再商品化事業の進展状況 ＊詳細：関連資料集 参照

（１）一般廃棄物総排出量の推移
5,483万トン（平成12年度：最大） ⇒4,811万トン/年（平成20年度） ⇒4,539万トン/年（平成２３年度）に減少

（２）一般廃棄物最終処分場の残余状況
残余容量は、142百万ｍ3（平成7年度） ⇒122百万ｍ3（平成２０年度） ⇒114百万ｍ3（平成２３年度）に減少。
残余年数は、8.5年（平成7年度） ⇒18.0年（平成２０年度） ⇒19.3年（平成２３年度）に延命化。

（３）特定事業者の申込状況
申込事業者数は、59,449社（平成12年度） ⇒71,329社（平成２０年度） ⇒74,371社（平成24年度）に拡大。
再商品化実施委託料は、480億円（平成18年度：最大） ⇒400億円（平成２０年度） ⇒403億円（平成２４年度）

＊全体の92.6％はプラスチック
（４）市町村からの引渡し量推移
４素材合計は、456千トン（平成12年度）⇒ 1,117千トン（平成20年度） ⇒ 1,221千トン（平成24年度）に増加

（うちプラスチック） 67千トン（平成12年度） ⇒604千トン（平成20年度） ⇒651千トン（平成24年度）に増加

（５）各素材の落札単価の推移（単位：円/トン）（平成20年度ｖｓ平成24年度比較）
・ガラスびん無色 3,807 ⇒ 4,253 ・紙製容器包装 574 ⇒ －5,833

茶色 4,489 ⇒ 4,642 ＊平成22年度より有償化
その他色 6,421 ⇒ 6,087 ・プラスチック 64,494 ⇒ 55,773

・PETボトル －45,118 ⇒ －48,890 容器包装

＊平成18年度より有償化

一般廃棄物総排出量の減少と最終処分場の延命化は、確実に進展している。
特定事業者・市町村・再商品化事業者の連携による容器包装リサイクル制度も
大いに貢献しているものと思われる。
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３．入札制度の運用状況について

（１）入札制度の仕組み

【再商品化事業者選定の流れ】

７月～10月
登録審査

１２月～１月
入札

２月～３月
落札

４月～３月
再商品化事業

○再商品化事業者を対象に登録説明会（７月上旬）を実施し、提出された登録申請書類（７月末日締切）を、
「事業者登録規程」に基づいて審査します。翌年度再商品化事業を委託するだけの能力と基盤のある再
商品化事業者を選定します。（１０月）

○市町村からの翌年度申込（１１月下旬）の後、登録審査に合格した再商品化事業者を対象に入札説明
会（１２月中旬）を実施します。

全国の市町村指定保管施設ごとに、施設情報・素材ごとの申込量の全情報を、入札条件リストとして、
速やかに、全登録事業者に情報開示します。

○登録事業者は、全国の情報の中から再商品化事業が可能な市町村指定施設を選定し、コスト計算のうえ
入札を行います。（1月下旬 不正アクセス防止・改ざん不可能な原本性保証サーバーによる電子入札）

○主務省庁立会いの下、指紋認証による開札式（１月下旬）が行われます。
協会内で落札判定会議（２月中旬）が実施され、落札事業者選定手順の適正性を確認のうえ、落札事業者を
決定します。（原則：逆有償の素材については最安値。 有償の素材については最高値の札に落札されます）
結果は、速やかに関係する市町村並びに落札した再商品化事業者に通知されます。

○落札結果通知（２月中旬）された再商品化事業者並びに市町村は、４月の再商品化事業開始に向けて
実務協議を行います。（３月）
協会は、市町村と業務実施に関する覚書・契約書の締結。再商品化事業者と再商品化委託契約書の締結。
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（２）プラスチック製容器包装における材料リサイクル優先の仕組みと現状

■入札選定における優先の仕組み

○優先枠＝市町村引渡し量の上限５０％を設定
○優先落札対象事業者を「総合的評価」により定量的に評価し、優先落札可能量のうち、より優位に入札
できる比率を事業者ごとに決定する。

■総合的評価

①リサイクルの質・用途の高度化（配点：５０点）
評価項目：単一素材化・品質管理手法・主成分濃度等 ７項目

②環境負荷の低減効果等（配点：３０点）
評価項目：環境負荷データ把握・環境管理手法等 ３項目

③再商品化事業の適正かつ確実な実施（配点：２０点）
評価項目：使途明示・利用先名公表・見学推進活動等 ５項目

（平成24年度） 材料リサイクル ケミカルリサイクル 合計
協会引取量 33.3万トン 51.2％ 31.8万トン 48.8％ ６５．１万トン
再商品化製品量 16.8万トン 38.6％ 26.7万トン 61.4％ ４３．５万トン

落札単価 69,789円/トン 40,481円/トン 55,773円/トン
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（３）PETボトル入札制度の見直し

①平成24年度再商品化事業者の再選定
・期中において発生したバージン樹脂価格の下落が再商品化製品の販売不振に繋がり市町村保管施設からの
ベール引取継続が困難になる状況が発生した。
・１９社の再商品化事業者（落札事業者５６社）が引き取り辞退し２８２指定保管施設（１/3）の再商品化事業者を
再選定し、市町村からの引取を継続して実施した。

②平成25年度年2回入札の実施（暫定措置）
・相場変動の激しいバージンPET樹脂に強く影響を受けると思われる再生PET樹脂の入札のあり方を検討
することを前提に、平成２５年度については暫定的に年２回入札することとした。

③平成２６年度以降の「PETボトル入札制度検討会」の立上
・有識者・経済金融アナリスト・特定事業者・再商品化製品利用事業者・市町村から構成する「PETボトル入札制度
検討会」を立上げ、以下の検討を実施した。（平成25年2月～9月：5回）

【検討の範囲】
・平成24年度協会対応結果の検証 ・相場変動対応方式（価格フォーミュラ方式）の検討
・複数回入札方式の検討 ・平成25年度年2回暫定対応結果の検証

＊検討のベースとして、市町村・再商品化事業者・再商品化製品利用事業者からのアンケートや、再商品化事業者からのヒアリングも
実施し、課題の整理を行った。

④検討会の答申内容（平成25年9月26日）
・バージン相場変動に伴う価格フォーミュラ方式では、相場変動への対応が充分ではなくまた公平性・公正性
にも難点が認められた。
・年2回入札であれば、半年単位での自由競争を前提とした公正な入札が期待できる。
・検討会として、平成26年度以降も年2回入札制度とすべきであるとの結論になった。

【ＰＥＴボトル入札制度検討会の結論】
平成26年度以降のＰＥＴボトル入札制度は、年２回の入札制度とすべき。

結論に至るまでの経緯
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入札時のバージン樹脂市況と平均落札単価との関係

月別バージン樹脂市況

平均落札価格 入札時期12月～1月

入札価格への反映

入札価格は、入札時のバージン樹脂市況の動向を反映する傾向
平成24年度向け入札が異なる動きで、高値入札となる。（再選定へ）

PET樹脂輸入通関統計（平均値）と平均落札単価の推移
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①容器包装リサイクル制度説明会・個別相談会の実施

日本商工会議所・全国商工会連合会との連携した取組みを全国２０ヶ所規模で実施
平成22年度：１７ヶ所（参加者数700名）、２３年度：20ヶ所（1,000名）、24年度：21ヶ所（1,300名）

４．協会の普及啓発活動について

②日本商工会議所・全国商工会連合会を通じた地域事業者へのアプローチ
・地域ごとの義務履行者リスト提供を通じた地域事業者指導の強化

規模：全国の商工会議所：515ヶ所、全国の商工会：1,760ヶ所

③啓発活動の展開
・オンライン申込の推奨（正しい申込に繋がる）
・普及啓発DVDや動画の紹介による制度に関する
周知徹底
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●クイズで遊ぼう

「基本」と「応用」があります

結果がランキング表示されます

●素材集

画像データをダウンロードできます

●容リ制度の基本を学ぼう

容器包装リサイクルについて、小中学生・消費者から企業・事業者の方まで楽しく、分かりやすく、体系的に学ぶことができるコンテンツ
です。

●もっと学ぼう

④消費者向けHPコンテンツの制作と情報発信
■容器包装リサイクル法をわかりやすく学べるHPコンテンツの制作
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■協会HP「わたしのまちのリサイクル」による消費者のリサイクル意識喚起

日本地図から検索し、自分の町から排出された容器包装廃棄物が何に生まれ変わっているのか確認できるコンテンツです。






















